
別記
第 1号様式 (第11条、第 13条、第14条関係)

クうす

(法人にあっては 上 たる事静所のHrlイl lL)

京都府京都市伏見区横大路下三栖城ノ前町23-3

事 業 者 排 出 量 削 減 計 画 書 に あ
・ 変 更

(法人にわって

トーシ ・プリンティングサービス佃
工場長 藤 江 弘 明

該当する日には レ R3を記入してください 1'た事業拓以'卜でFi 1 1参加される事業イの方は レ ロ1の定人はイ(要です

「なi十年度」とは計 rI卿lmの前年度を  「 旧原年度」こは=im期前の最終年 7Fをいいます

「事来,オ与排HⅢlモ分」とは 水 fF府1町の手栄所年の事米活動のためのエネルギーの使用に11をい発4:するitよ室効果ガスを  f輸 た1に山"卜」1に分」

品受と縁黎常器方霊持事垢烹昼窃受努賀2 4砕 誓折届品行控雰Pと な子
価 r l t l l出す0‖ 勤 来イスを 姫 事業者について球 行するヤ物Ⅲ

上記以外のよ都府「Ⅲにおける事米所挙の事弟活動に伴いたフとする述生タ

来ガスをいいます.
4 't r記事!【」には 平成2年度 (Ⅲ990年 度)を米・lとした排|い■の対1ヒやエネルギー】【単位Cて,2リト115  ヽ省エネ2ど品開発などlLキのiよ=tlJ

史ガス,卜,1削波への貢献 ク リーン刺連の家力〕 持ウせフロンなどの朱lal指定'卜の温室初米ガスの出〕減などを記入してくださti

京都府墳1球漁1/fヒ対策条例第18条第1項 (第18条第2項、第18条第3項)の 規定により提出単

特定事業者の

主たる業種
新聞印刷

該当する事業
者要件

P京 都府地球温暖化対策条例施行規則第10条第1号該当事業者 (大規模エネルギー使用事業者 (原油に換

算して1,500キロリットル以上))

「
―

京都府地球温暖化対策条例施行規則第10条第2号又は第3号該当事業者 (大規模運送事業者 (トラック又

はバス100台以上/タ クシー150台以上/鉄 道車両150両以上)

,京 都府地球温暖化対策条例施行規則第 10条 第4号 該当事業者 (その他の温室効果ガスの大規模排出事

業者 (二酸化炭素に糧算して3000ト ン以上))

計 画 期 間 平成 18 年 4 月 平成  20 年 3 月

基 本 方 針 エネルギー消費効率の改善、廃棄物排出量の削減、全部門での環境マネジメントシステムの導入により、

3バーセント以上のC02排出量の肖J減を目指す。

推 進 体 制 工場長を本部長とする地球温暖化対策本部の設置と実施計画の策定、例月の進捗管理システムを構築する

年度ごとの具
体的な取組及
び措置

年 度 設備、対象、工程等 計 画 内 容

18-1 9 印刷部門
印,J犠代の運転時に 適 正な回転数を維持することで 電 力使ォi丑 (原単位 :印刷部放)1%出 1渡す
る。

IS～ 19 発送部門 必要台数の機体のみ使用することて ヽ 力使用量を 1%削 減する。

18～ 19 技術部門
エアーコンブレッサーのエアーrL力通正化 無 人本取り搬送装置の運転台飲管Flをすることで 電 力tt

丹,収を 1%‖,減する。

温室効果ガス
の排出量等 排出区分

基準年度 (実績)
(平 成17)年 度

くユ巌化炭来捜多く1))

目標年度 (計画)

(平 成 19)年 度
(二像化炭素決算 (1))

自」滅率

(計画 )
( % )

A事 業所等排出区分 31532     t 3,487         t -13%

B輸 送車両排出区分 t t %

cそ の他排出区分 t t %

排出合計 1    3,532    ↓ 2       31487        t -13 %

その他の地球
温暖化対策に

よる温室効果
ガスの削減量
等

対策等の区分
目標年度 (計画)

取組量等 (二能化炭業褒算 (t)

森林の保全及び整備 (そthlttrrr) 〈収441こ) :

府内産の木材の利用 ( 刊川■ ) m. 〈削減使) t

自然エネルギーを利用した電
力又は熱の供給

(売■住) klfh ( 削減 ■) t

〈熱サ(給il) GJ (HJtt■l〉 t

グリーン電力の購入 〈厳入モ)  | 【将h ( 削1 波R ) t

削減量等合計 t

差引排出量

( 7 , 1 1行,i十一出!波専令|,)

基準年度 (実績) 目標年度 (計画) 削減率 (計画)

ネ1    31532    t Ⅲ2‐Ⅲ3        31487 0  t 13%

特 記 事 項 1 当 社の本格稼動は平成16年7月よりはじまりました。このため平成17年度実績を基準に、エネルギー原単位C02排ほ

量肖」減率を19バーセントと見込んでいます。
2 計 画期間において実施予定の地球温暖化対策措置 (1)グ リーン用品の購入 (2)コ ピー用紙の両面使用による用

紙の使用量削減。
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